
くまもと市議会だより ● 令和5年（2023年）12月 第48号 5くまもと市議会だより ● 令和5年（2023年）12月 第48号4

○令和５年度熊本市一般会計補正予算

○熊本市自治基本条例の一部改正について

○熊本市犯罪被害者等支援条例の制定について

総額15億936万円（減額補正予算含む）

●…教育費　  ●…民生費 　 ●…災害復旧費

主な議案の概要

＜新型コロナウイルス・物価高騰関連分の主な内容＞
　●学校教育活動体制整備経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1億9,620万円
　●感染防止対策経費（介護施設等）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1億7,420万円
＜通常分の主な内容＞
　●土木施設災害復旧経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2億7,910万円
　●農地等災害復旧経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1億9,020万円
　●老人福祉施設整備費助成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1億2,750万円

歳出総額
4,444

　令和4年度における熊本市の一般会計決算は、歳入が4,085億円（前年度比マイナス176億円）、歳出が3,994億円（前年度比マイナス170億円）となりました。
　歳入と歳出を単純に差し引くと91億円の黒字の計算になりますが、翌年度へ繰り越すべき財源が21億円あり、差し引いて考えると、実質収支70億円の黒字と
なりました。この黒字は、令和5年度に繰り越され、歳入の一部となります。

〈一般会計・特別会計〉

会計名

一般会計

特別会計

合　計

収入総額 支出総額 収入支出差引額 会計名

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

工業用水道事業会計

交通事業会計

176億  976万円

130億6,385万円

194億7,400万円

540万円

22億4,715万円

4,084億7,461万円

2,302億7,038万円

6,387億4,499万円

3,993億9,315万円

2,253億7,514万円

6,247億6,829万円

90億8,146万円

48億9,523万円

139億7,669万円

154億5,112万円

107億1,987万円

170億6,514万円

480万円

20億   934万円

21億5,863万円

23億4,398万円

24億  886万円

60万円

2億3,781万円

収入総額 支出総額 収入支出差引額

（単位：億円）（単位：億円）

人件費
21.5％
858

扶助費
28.9％
1,156

公債費
8.8％
352

普通建設事業・
災害復旧費

11.2％
448

物件費
13.0％
517

繰出金
7.4％
297

使用料・手数料
2.0％
83

市税
30.7％
1,255

市債
8.3％
341譲与税等

7.1％
290

地方交付税
12.8％
524

国県支出金
32.6％
1,330

その他
6.5％
262

補助費等
  6.1％
   242

その他 3.1％ 124

義務的経費
59.2％
2,366

自主財源
39.2%
1,600

依存財源
60.8%
2,485

一般会計歳入 一般会計歳出

〈企業会計・収益的収支について〉

歳出総額
3,994

歳入総額
4,085

令和4年度（2022年度）決算の概要

予算決算委員会の審査概要 全議員で構成する当委員会で、令和4年度決算、令和5年度
補正予算及び関連議案について審査を行いました。

総括質疑 （9月14日、9月15日）

熊 本 自 民

市 民 連 合

決算総括・財政運営の留意点質
疑1

財源を使わないから財政の健全性が担保される訳でなく、投資して経済
成長の足掛かりにするのが財政の本質故に、財政運営は実質単年度収支
と社会状況に適応した執行を基本に中長期バランスの視点が重要。

不用額と予算流用質
疑2

不用率の高い事業や予算流用は予算建ての段階での計画性という
点で問題視されないか。

入札事務質
疑3

入札は特異な社会背景では経済の低迷を招かないよう、公的社会資本
形成の元となる事業体の供給力の衰退防止に留意することが重要。

農業基盤整備費について質
疑６

西南部農道や水路、農業用排水機場の整備に対する要望件数の多さ
を鑑み、課題改善のために農業基盤整備費予算の増額または法定外
公共物管理の分担を庁内で見直すべきでは。

補助金交付基準と交付の現状4
経済状況などのコスト上昇に困惑する世情の動向では補助は不足気味。
物価スライドを反映させた補正係数などの導入の柔軟化対策も必要。

医療費の適正化について質
疑７

こども医療費拡充に向けては、恒久的に健全な保険制度を手渡して
いくために全市民に適正受診と適正服薬の推進とともに、医療費に
保険料と税金が使われている仕組みを分かりやすく周知すべき。

教育の情報化推進経費について質
疑８

ＩＣＴ教育が推進される中、タブレット端末の課題や教職
員のスキルの差をどのように改善・解決されているか。
また、今後は教職員の負担軽減、全てのこどもたちへ質
の高い授業展開が可能となるよう、ＩＣＴ教育の成果を
可視化できる検証を実施してほしい。

共有私道の整備補助の拡充について質
疑６

本年４月から所有者同意の要件が緩和された。幅広く周知を行い、補
助事業を拡充すべき。

健軍電停での乗客の安全確保について質
疑７

混雑時に乗客が道路上にはみ出し大変危険。延伸計画の中で優先
的に対策を行うべき。

給食室における熱中症対策について質
疑８

エアコンのない給食室がほとんど。40度近い中での作業は危険、早
急に熱中症対策を行うべき。

ヤングケアラー支援体制強化事業について質
疑9

ヤングケアラーの認知度が低い。決算額の内訳や相談実績、新たな
取り組みは。

地域猫適正管理推進事業の拡充について質
疑10

飼い主のいない猫の不妊去勢手術を動物愛護センターが実施。事業
拡充及び動物病院との連携はできないか。

小泉八雲熊本旧居保存会などの顕彰団体への補助金増額を！質
疑９

９月１日にジェーンズ邸など９箇所の記念館が地震完全復興したが、小
泉八雲熊本旧居保存会を始めとする100％ボランティア市民で運営
されている顕彰団体への補助支援金が、大学生の小遣い並では「仏
造って魂入れず」である。大幅に増額して記念館の活性化と、観光客
誘致へ力を注ぐべきではないのか！

質
疑

地方消費税交付金の使途状況５
地方消費税交付金の歳入は消費税法第1条2項に沿った事業に充当
されるべき。

質
疑

コロナ禍中の採用職員研修について質
疑1

コロナ禍で新採新任研修が十分にできなかった。大事な人材育成の機会
でもあり再度、実施すべき。

コミュニティセンターの修繕経費の予算配当について質
疑2

施設修繕をスピーディーに行うため、各区役所に修繕費執行の裁量
権を付与し予算の配当を行うべき。

ブレーキ踏み間違い事故防止について質
疑3

車に後付けできる踏み間違い防止装置の普及のため、購入助成事業を
市独自で取り組むべき。

介護分野における雇用対策について4
コロナ禍で行った失業者就業支援事業で多くの就労実績につながった。
事業を継続すべき。

質
疑

空き家における危険除去について５
空き家が廃墟化し強風などで住人が事故に
巻き込まれる。より強制力のある対応が必要。

質
疑

自 民 党

令和４年度決算状況報告書から歳入の増減について質
疑１

市税歳入増加要因として、個人市民税での納税義務者の増加、国庫
支出金歳入減の要因として、子育て世帯関連給付金などに係る国費
減、ふるさと応援寄附金歳入増について問う。

令和４年度決算状況報告書から歳出増について質
疑２

公債費の過去の推移が示されているが、令和３年から増加している。
その要因と今後の予測について問う。

財政指標の状況　財政力指数について質
疑３

財政力指数の近年の推移と政令指定都市の中で下位、低位となって
いる要因とは。

市民に信頼される職員の育成について質
疑４

職員一人一人に公務員としての法令遵守と懲戒処分の指針の厳格な
運用継続、全体の奉仕者として市民の模範となるような育成などと、
市民に信頼される職員を育成するための研修や取り組みを行わなけ
ればいけないのか。実施したことにより、どのような成果が出てきてい
るのか。また、メンタルヘルス対策事業での成果結果にある職場環境
の改善とは何を行ったのか。

自立自主のまちづくり活動の活性化について質
疑５

地域コミュニティセンターは全小学校校区に設置を目指すものと思ってい
るが、全校区数とはいかない検証値の根拠と設置目標は別にあるのか。

安心してこどもを産み育てる環境づくりについて質
疑６

納得いく医療を受けることができたと感じた市民の割合が、令和２年
度から令和４年度で低下している。その要因と今後の指標はどう推移
していくのか。

客引き行為等対策事業について質
疑７

客引き行為対策事業での決算額の内訳、巡回指導員の選定方法やパトロー
ル状況、巡回指導員による違反行為対策を実施した成果について問う。

ＴＳＭＣ熊本進出に伴う産業用地整備について質
疑8

現在での産業用地整備事業の成果について市長の評価を問う。また、
適地調査の方法や、なぜ市単独で工業団地造成をしないのか。幹線道
路から離れた区域の開発は可能なのか。妙見川沿いの道路新設陳情に
対して局内での議論やプロジェクトチームで検討はされたのか問う。

市営相撲場の整備について質
疑9

「（仮称）熊本市スポーツ施設ストック適正化
計画」策定と関連して相撲場の整備につい
て検討したことはあるのか。

　　多様な市民の参画等の推進を明確化するとともに、防災等に関する規定を
　拡充するため、所要の改正を行うもの。
　＜改正内容＞
　　１ 参画による市政・まちづくりは、地域社会を構成する多様な市民が共同
　　　して取り組むこととする。
　　２ 地域コミュニティ活動を行う際には、多 様な文化的背景を踏まえ、
　　　互いを十分に尊重しながら進めることとする。
　　３ 市民相互の協力により解決していく身近な地域の課題の具体例及び
　　　市民が日頃から災害等への備えとして取り組むことの具体例を追加する。
　＜施行日＞
　　令和５年（２０２３年）１０月１日

　犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を定め、市、市民及び事業者の責
務を明らかにするとともに、犯罪被害者等の支援の基本となる事項を定め、
当該支援のための施策を総合的かつ計画的に推進することにより、犯罪被
害者等が受けた被害の軽減及び回復を図り、もって市民が安心して暮らす
ことができる地域社会を実現するため、この条例を制定するもの。

○熊本市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する
　基準を定める条例の一部改正について

＜改正理由＞
　放課後児童支援員に関する基準を見直すため、所要の改正を行うもの。
＜改正内容＞
　放課後児童支援員とみなすことができる研修修了予定者の要件を緩和
現 行：放課後児童健全育成事業所に配置された日から１２月以内に所定
　　　 の研修を修了することを予定している者
改正後：放課後児童支援員としての業務に従事することとなった日から 
　　　 ２年以内に所定の研修を修了することを予定している者（その者の   
　　　 研修計画が定められた場合に限る。）
＜施行日＞
　公布の日

その他経費
29.6％
1,180

投資的経費
11.2％
448

＜制定内容＞
　１ 目的
　２ 定義
　３ 基本理念
　４ 市の責務
　５ 市民及び事業者の責務
　６ 連携協力
　７ 犯罪被害者等の支援に関する計画
　８ 相談及び情報の提供等
　９ 経済的負担の軽減
　１０ 保健医療サービス及び福祉サービスの提供
　１１ 居住の安定
　１２ 個人情報の取扱いについての配慮
　１３ 未成年者への配慮
　１４ 市民及び事業者の理解の増進
　１５ 民間支援団体の活動の促進
　１６ 意見の反映
　１７ 協議会への諮問
　１８ 委任
＜施行日＞
　公布の日

スマートフォン等で読み込むことで、インター
ネット中継の録画映像をご覧いただけます。


